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 国立大学法人東京大学（総長：五神 真／以下、東京大学）と住友林業株式会社（社長：光吉 敏郎／以下、住

友林業）は 9 月に産学協創協定を結び、『木や植物の新たな価値創造による再生循環型未来社会協創事業』を推

進していくことになりました。 

 

 本事業は、木の最先端科学研究を通じて「木の価値」を高め、木質資源の循環利用でサーキュラーバイオエコノミ

ーシステム（循環型共生経済）を構築、持続可能で人と地球環境にやさしい未来社会を実現するのが目的です。事

業期間は10年、事業費は 10億円です。木や植物の経済的価値の向上、森林資源の公益的価値の顕在化、木や

植物と人の関係の定量化、の3つの視点から多角的にグローバル・コモンズ※１に資する協創を推進します。

また、人材育成およびベンチャー企業の協業にも取り組みます。 

※１「グローバル・コモンズ」…気候や生物多様性など、人類と地球のすべての生命に必須の地球の諸システムのこと。 

 

１．取り組み内容 

(1) 共同研究の実施および社会連携講座の設立 

東京大学の卓越した知見および先端科学技術と住友林業の木材・住宅産業の知見および森林経営の経験を

統合し、共同研究や探索研究に取り組み、さらには社会連携講座を設置して包括的に本事業を推進します。 

① 木や植物の経済的価値の向上：バイオマス科学をはじめとする木の科学によって、これまでの木材利用を

越える新たな経済的価値を創出 

・木造大型建築に関する研究 

・木材成分から高性能なバイオプラスチックを創製する研究 

・ナノテクノロジーの利用による高性能部材を開発する研究 

・木材及び植物のゲノム選抜育種に関する研究 

② 森林資源の公益的価値の顕在化：多角的な視点から森林資源の公益的価値を可視化することで、有益

な木材の計画的・安定的な供給に貢献 

・土壌や立地環境が樹木の成長に与える影響の研究 

③ 木や植物と人の関係の定量化：木が人に及ぼす安らぎ効果や都市緑化と生活など、木や植物と人と

の関係性を追求した価値の創出 

・木が及ぼす快適性や知的生産性の効果の研究 

(2) 未来社会協創基金（プレミアム基金）の設立 

東京大学の未来社会協創基金の中に、住友林業の寄付でプレミアム基金を新設します。次の 100年に向けて森

を起点としたサステナブルな産業構造を構築するため、必要な学術研究や人材を育成し、その成果を社会に発

信します。 

(3) 人材育成・オープンイノベーションの取り組み等 

SDGs達成に向けた課題解決できる人材育成、住友林業の持つ海外拠点を活かしたグローバルインターンシッ

プ、社会人のリカレント教育、住友林業と東京大学関連ベンチャー企業との協業などにも取り組みます。 

住友林業と東京大学 

『木や植物の新たな価値創造による再生循環型未来社会協創事業』を開始 

サーキュラーバイオエコノミーシステムを構築 

 



 

(4) 運営方法 

「住友林業・東京大学『緑の再生循環型 未来社会協創事業』運営協議会」を東京大学内に設置し、両者が共

有する課題の解決に向けて共同研究やプレミアム基金を実施します。具体的な事業の企画・予算・運営などに

ついては同運営委員会が協議します。 

 

２.背景 

人類は地球温暖化がもたらす気候変動や海洋マイクロプラスチック問題などの環境破壊・資源の枯渇・生態系の

破壊など、様々な課題に直面しています。これらの課題解決のためには、産業構造を化石資源利用型からバイオマ

ス利用型へと変革する必要があります。日本では戦後の拡大造林により植林された木が本格的な伐採適齢期を迎

えていますが、十分に活用されていません。森林資源の活用を促進し、持続可能な循環型共生経済を構築するこ

とが求められています。 

 

東京大学は「地球と人類社会の未来に貢献する『知の協創の世界拠点』の形成」という構想を掲げ、人を含めた生

物が共存共生する未来の地球を実現するため、「人間活動が引き起こした問題を、その活動を維持しながら解決す

る」という難問に正面から取り組んでいます。 

住友林業は「木を活かすことで豊かな社会の実現に貢献する」という経営理念に基づき事業展開しています。豊

かな生態系を支え、森林機能を維持・向上させる森を育成し、生物多様性の保全や木の積極的活用を図るとともに、

新たな価値の創造に取り組んでいます。東京大学が持つ最先端の研究成果と、住友林業の330年にわたる森林経

営の経験および木材・住宅産業の知見を活かし、森林資源の循環型共生経済を構築し新たなビジネスを創出する

ことを目指します。 

 

3.今後の展開 

具体的な研究テーマは、東京大学、住友林業、および専門家によるラウンドテーブルディスカッションを定期的に

開催して決定いたします。そこで新しい研究プロジェクトを立ち上げるなど、柔軟に展開を図っていきます。得られた

成果は両者が共通して掲げる課題解決に向けてさらに展開を進めます。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪リリースに関するお問い合わせ先≫ 

国立大学法人 東京大学 産学協創部  

Eメール：kyoso-info.adm@gs.u-tokyo.ac.jp 

※メールの件名の冒頭に【住友林業・東大産学協創】と記載していただきますよう、お願い申し上げます。 

 

 

住友林業株式会社 コーポレート・コミュニケーション部 真鍋・河村 

ＴＥＬ：03-3214-2270 ／ Eメール：ccom@sfc.co.jp 
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【参考資料】 

 

・協創事業全体のイメージ 

 

 

 

・サーキュラーバイオエコノミーシステム（循環型共生経済）のイメージ 

 

住友林業・東京大学 産学協創協定

「木や植物の新たな価値創造による再生循環型未来社会協創事業」
“木の科学”を軸に木材利用産業（林産業）におけるイノベーション創出を推進

木や植物の
経済的価値の向上

森林資源の
公益的価値の顕在化

木や植物と
人の関係の定量化1 2 3

バイオマス科学をはじめとす
る木の科学によって、これま
での木材を超える新たな経済
的価値を創出

多角的な視点から森林資源の
公益的価値を可視化すること
で、有益な木材の計画的・安
定的な供給に貢献

木が人に及ぼす安らぎ効果や
都市緑化と生活など、木や植
物と人との関係性を探求した
新たな価値の創出

 「知の協創の世界拠点」としての
卓越した知識と技術

 高度な人材育成とリカレント教育
 起業家教育と関連ベンチャー群
 FSIやグローバルコモンズへの取組み

 創業以来330年にわたり木材から住宅ま
で木を中心とした幅広い事業を展開

 環境と経済の両立、持続可能な社会の
実現に貢献する事業理念とその活動

 木と植物に関わる深い知見と技術力

木材利用の新領域創出

グローバルコモンズへの貢献
本協定では木材利用の新領域の創出を通じて、経済的価値の向上と公益的価値の顕在化などフィジカ
ル面からの実現にとどまらず、さらにはサイバー空間からの取り組みとの融合により、多角的にグロ
バールコモンズに資する協創を推進する

お互いの
強み

水/CO 2

炭素を長期に亘って蓄積できる木材の高度な利用法の確立と木材を安定供給するための森林保全に関す
る研究は、地球の共有資源「グローバルコモンズ」の適切で責任ある開発・利用・管理のために、最も
重要な産学協創テーマの一つと考えられます。本協定では特に、森林資源の循環利用を通じたサーキュ
ラーバイオエコノミーシステム（循環型共生経済）の構築を軸に、産学協同による新しい研究領域の開
拓を目指すと共に、リカレント教育や人材交流などSDGs課題解決に向けた人材育成に取り組みます。

森林資源の循環利用を通じた
サーキュラーバイオエコノミーシステム（循環型共生経済）の構築

エネルギー変換
環境保全

高性能建材として
長期間利用
 高強度・耐火高機能建材研究
 超高層大規模建築の木材利用
 デジタル木造建築技術の研究

分解-合成による
化成材料として利用
 バイオマス化学産業の創成
 セルロースナノファイバー研究
 バイオプラスチック研究

 環境生分解
 長期間炭素固定と炭素循環
 バイオマスエネルギー

森林環境の保全
 AI利用による林業再生
 植物のゲノム選抜

森林資源

人類の持続的発展の共通基盤「グローバルコモンズ」を保全するため
社会・経済システムの転換・循環型への移行を推進


